

公取委は、6月22日、東京電力（以下、「東電」と略記）の料金値上げに関し、「優越的地位の濫用」にあたり、独禁法に「違反する行為につながるおそれがある」という趣旨の「注意」を行い、公表した。
公取委「東京電力株式会社に対する独占禁止法違反被疑事件の処理について」（2012年6月22日）http://www.jftc.go.jp/pressrelease/12.june/12062201.pdf

以下、これに関し簡単に検討し、さらにそこに含まれている、より一般的な濫用規制の重要性を指摘する。なお、詳細は、雑誌「公正取引」に掲載する予定である。

要旨
１．本件注意は、次の２種類の具体的な行為という極めて限られた契約形態を対象としたものである。
行為1　＝　自由化対象需要家との契約につき、「東京電力と当該需要家との間で締結している契約上，あらかじめの合意がなければ契約途中での電気料金の引上げを行うことができないにもかかわらず，一斉に同年４月１日以降の使用に係る電気料金の引上げを行うこととする」こと。
行為2　＝ 自由化対象需要家との契約につき、「東京電力との契約電力が５００キロワット未満の需要家に対しては，当該需要家から異議の連絡がない場合には電気料金の引上げに合意したとみなすこととして書面により電気料金の引上げの要請を行っていた」こと。
行為１は、契約途中での一方的な通告による値上げであり、下請法上の「下請代金の不当減額」と同じ性格である。
行為2は、一斉にまとめて「みなし合意」をとりつけたことにする、というやや乱暴な行為である。
したがって、これら2つの行為は、いずれも一方的に値上げに付合意を押しつけたという態様であり、「優越的地位の濫用」にあたる可能性が高いと思われる。

２．ただし、本件値上げを実際に行ったわけではなく、行おうとした準備ないし着手の段階であり、上記2行為とも撤回されたことから、「注意」にとどめたと推察される。

３．優越的地位の濫用に関する「不利益」要件は、「一方的」行為という過程に着目した解釈がなされる傾向にあり、それは妥当である。
しかし、具体的な事実認定・法適用において、「一方的」か否かは常に明確にできるわけではなく、実体的な「不利益」をも示すべき場合もある。

４．本件で取り上げられた具体的な行為ではなく、値上げの料金水準それ自体が濫用に当たるかということになると、実体的な「不利益」の有無を認定するために、競争の実態やコストとの関係等にまで踏み込まざるを得ず、公取委による本規制の実際上の限界を明らかにしたようにも見える。
しかし、ここで「思考停止状態」に陥ってはいけないのであって、独禁法上の濫用規制は、この種の料金それ自体を対象とする事案にも及ぶということの重要性を確認すべきである。
自由化されたユーザーに関しては、事業法上の料金規制がかからないが、実際上は、東電の独占なのであるから、独占力の濫用ではないのかを公的に審査する必要があり、ここで独禁法の機能がまさに要請されているのである。

５．では、料金値上げそれ自体、すなわち、取引条件の中核である料金そのものに対し、優越的地位の濫用規制では、どのように判断されるべきか？
これは、抽象的ではあるが、従来から、「当該取引が対等な立場でなされる場合に、通常附されるであろう条件---それが、当該取引における合理的な条件と考えられる----を基準として、判断される」と説かれている（今村成和『独占禁止法（新版）』152頁）。
これを裏から言えば、「当該取引における優越的地位がなければ行われなかったであろうことが、合理的に認められれば、当該取引の条件としての不利益と解すべきである」ということになる（正田彬『全訂　独占禁止法Ⅰ』418頁）。
これとほぼ同じことになろうが、ドイツやその他の大陸法系の独禁法においては、当該取引が仮に公正かつ自由な競争の中で行われれば成立したであろう取引条件か否か、という形で判断されてきた。「競争ありせば」（als ob Wettweberb = as if competition）の法理とも呼ばれる。なお、このようなアプローチは、米国の反トラスト法には見られないものである。

６．今回の公取委の注意は、東電に対し、一方的な行為を止めることを勧告し、1種の説明責任と誠実な交渉の義務を課しただけの結果になっている。
しかし、上記の料金それ自体に対する濫用規制が問題になった場合は、私訴に持ち込まれることもあり得るので、上記5の点も司法判断の対象となるので、解釈論をつめる必要がある。その際には、従来から説かれている比較市場論や、「買いたたき」に関する議論などを参考にすることが考えられる。

[bookmark: _GoBack]７．自由化対象ユーザーのうち、行為2の対象となった５００キロワット未満の小規模需要家は膨大な数にのぼり、形式的な観点からは自由化され、相対取引になったとしても、実態は電力会社の独占状態が続いている。
これらに対し、通常の相対取引と同様の契約手続をとることは実際上はかなり無理がある。全面自由化をも念頭に、約款の合理性を再度見直すか、それに近い契約形態を工夫するほかはないであろう。同時に、独禁法の適用にあたっても、この形式面と実態面の乖離をふまえたアプローチが必要である。


